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研究成果の概要（和文）：本研究では、ASEAN 諸国の会計・監査を巡る制度・規制・基準について、徹底的な文
献レビューを行うとともに、多様な関係者を対象としたインタビュー調査を実施した。その結果、制度・規制・
基準の面とその運用(実務)の面の両方における相違点と類似点が明らかとなった。こうした結果は全体として、
ASEAN諸国を対象とした比較分析をアーカイバルデータを用いて行う際に、そうしたデータを「制度的現実」の
なかで解釈することの重要性を示唆すると同時に、そのための有用な情報を提示している。

研究成果の概要（英文）：In this research, we conducted comprehensive literature review and 
interviews with various stakeholders on the accounting and auditing systems, regulations, and 
standards in ASEAN countries. Based on the literature review and interviews, we identified a wide 
variety of similarities and differences in the accounting and auditing systems, regulations, and 
standards among some ASEAN countries. These findings indicate that it is important to interpret 
archival data obtained from each country in their unique context before conducting comparative 
analysis. The findings also provides useful contextual information for making such interpretation.

研究分野： 財務会計
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本企業のASEAN諸国進出の現状に鑑みれば、ASEAN諸国間に存在する会計・監査を巡る制度や慣行の相違をわが
国との比較において明確にする研究の実務的重要性は高い。さらに、ASEAN各国で、その国のデータを用いて行
われた会計・監査の実証研究は存在するものの、当該国固有の要因は考慮されていない。本研究の根幹には、同
じ会計・監査基準であっても、それが置かれた環境（広義の制度）が異なれば、その機能・運用・帰結は異なる
のではないかとの問題意識がある。ASEAN諸国は、この問題意識に基づく研究を実施する上で恰好のセッティン
グを提供する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

近年、日本企業の ASEAN 諸国への進出が増大している。財務省の国際収支によれば、2014 
年、海外現地法人からの直接投資収益は 6 兆 5 千億円を超え、2012 年に比べ約 7 割増大して
いる。この伸びに大きく貢献しているのが、日本からの直接投資残高の 12 ％以上を占める
ASEAN 諸国である。ASEAN 10 か国における日本企業の現地法人数は 6000 社を超え、全世
界の現地法人の 23％を占めるまでになっている。これを背景に、大手会計事務所やコンサルテ
ィング会社がASEAN 諸国を中心とする海外事業に関連する会計業務を支援する機能を強化す
る動きが出てきている。その一方で、海外事業が意図した成果をあげられず、機能不全に陥る
事態も少なからず見られる。その最たる例の一つが海外グループ会社において頻発している不
正問題である。新日本監査法人（2014 ）は、海外グループ会社の不正を防止・適時発見するこ
との障害となっている要因として、①距離・時差、②言語、③法令・慣行・会計基準の 3 つを
挙げている。多くの場合、これらの要因は ASEAN 諸国にも当てはまる。日本企業の ASEAN 
諸国進出の現状に鑑みれば、ASEAN 諸国間に存在する会計・監査を巡る制度や慣行の相違を
わが国との比較において明確にするとともに、そのなかで ASEAN 諸国に進出している日本企
業が直面している問題とその解決策を探求する研究の実務的重要性は高い。 

加えて、ASEAN 諸国における会計・監査問題を正面から取り上げた学術的かつ総合的な研
究は、わが国のみならず世界的に見ても存在していない。ASEAN 各国で、その国のデータを
用いて行われた会計・監査の実証研究は存在するものの、そこではほとんどの場合、当該国固
有の要因は考慮されていない。また、国際比較を行った実証研究においても、投資家・債権者
の保護や情報開示の充実度を制度や体制の有無等に基づいて表面的に測定した指標を分析に加
えているだけで、各国において制度等が実態としてどのように機能しているのかを分析に加味
した研究は存在しない。本研究の根幹には、同じ会計・監査基準であっても、それが置かれた
環境（広義の制度）が異なれば、その機能・運用・帰結は異なるのではないかとの問題意識が
ある。つまり、各国の「制度的現実」を踏まえた会計・監査研究こそが必要である。ASEAN 
諸国は、この問題意識に基づく研究を実施する上で恰好のセッティングを提供する。 

 

２．研究の目的 
本研究の目的は、ASEAN 諸国における会計・監査問題を、（1）制度と基準、（2）ASEAN 

諸国進出企業の実態、（3）監査・コーポレートガバナンスの実態、という 3 つの視点から総合
的に検討・分析することである。日本と ASEAN 諸国間で会社法制を含めた会計・監査を巡る
諸制度・基準がどのように異なっているのか、そうした違いにより ASEAN 諸国に進出する日
本企業はどのような問題に直面しているのか、さらには各国において監査やガバナンスがどの
ような役割・機能を果たしているのかを、徹底した文献レビユーと多様な関係者へのインタビ
ュー調査を用いた比較分析によって明らかにする。最終的に、欧米を中心に展開されている今
日の会計・監査研究に対して、「制度的現実」を踏まえたアジア発の新たな研究上の視点・方向性
を提示することを目的とする。 

 

３．研究の方法 
本研究では、徹底的な文献調査および多様な関係者へのインタビューを行い、そこから得ら

れるリッチな定性的情報を基に各国の「制度的現実」を明らかにする。さらに、それを踏まえ
ながら実証分析に用いるアーカイバルデータそのものを、単に無色透明のデータとして扱うの
ではなく、そのデータが生み出されてきたところの「制度的現実」のなかで位置づけ、解釈す
ることを試みる。それにより、主として欧米の制度的背景の下で開発されることの多かった分
析モデルを参考とはしても、その受け売りではない、新たな会計・監査研究上の視点・方向性
を示すことを目指す。 

 

４．研究成果 
本研究は、大きく(1)文献調査と(2)インタビュー調査とで構成されている。それぞれについ

ての成果を以下にまとめる。 
 

(1) 文献調査の成果 
文献調査は、主として、ASEAN 諸国のうちインドネシアやマレーシアといった経済的な規模・影

響が大きい国を対象として実施した。 
①インドネシア 

インドネシアにおいては、国際会計基準との間でアドプションではなく、コンバージェン
スの手続きがとられている。 

現在のインドネシアでは、高いレベルで国際会計基準へのコンバージェンスが進んでいる。
本調査により、5 種類 15 領域の差異が明らかになったが、これらの内、金融商品会計及び収益認
識の 2 領域を除くすべての差異が重要なものではないか、もしくは今後解消することが決定 



している差異であった。 
一方、金融商品会計及び収益認識の 2 領域において、今後解消することが決定していない差

異が見つかったが、これを重要な差異と捉えるか、それとも、実質的に重要な差異ではないと
捉えるかについては、解釈の分かれるところである。仮に、これらの差異を実質的に重要な差
異ではないと捉える場合、これを理由に、金融商品会計に関してIFRS No.9 を採用したものへ
の置き換えや収益認識会計に関してIFRS No.15 を採用したものへの置き換えを意図的に行って
いない可能性を推察できる。他方で、これらの差異を重要な差異と捉える場合、これらの置き
換えが何らかの制約により追いついていない可能性を推察できる。 

最後に、インドネシアにおいてはイスラム金融の広がりとともに、イスラム金融のための会
計基準の開発を専門に行うための設定主体（DSAS）が設けられ、インドネシアにおけるシャリ
ーアの解釈に基づいて会計基準の開発が行われている点に注意が必要である。 
②マレーシア 

いま一つの例として、マレーシアを対象とした文献調査の結果明らかとなった点をまとめる
と以下の通りである。 

マレーシアでは、1997 年 7 月から 1998 年までは IMF 型の緊縮政策を実施し、実体経済の悪
化が顕在化したが、その後、IMF 型対策とは対照的な景気刺激策を採ることで 1999 年には経済
は回復し、アジア通貨危機は短期間の内に収束した。それゆえ、マレーシアは、インドネシア
のように IMF や世界銀行による圧力を受けることはなかった。それにも関わらず、マハティール
首相の退任後には、国際会計基準の導入が進んだ。その原因としては、ASEAN 域内における経
済的連携の強化を意図した国際会計基準への同調性が重視された可能性や、英国連邦諸国の一
つであるマレーシアが国際会計基準の導入を中心となって推進してきた英国の影響を強く受け
た可能性を指摘することができる。 

2013 年までに、国際会計基準とマレーシア会計基準との差異は 3 領域にまで縮小していたこ 
とが確認されたが、さらに、追加的な分析により、これらの 3 領域における差異のうち、上場
企業の会計基準においては全ての差異が解消していることを明らかにした。つまり、マレーシ
アでは、実質的には国際会計基準のアドプションを行なっており、現時点において、国際会計
基準と MFRS との間に差異は存在していない。 

最後に、マレーシアにおいてはイスラム金融の広がりとともに、イスラム金融のための会計
基準の開発を開始した。しかし、貨幣の時間価値や法形式よりも経済的実質優先の考え方を宗
教上容認するマレーシアにおいては、国際会計基準がイスラム金融取引についても適用可能で
あるとの判断に至り、イスラム会計基準の開発を中止することとなった。 

 

(2) インタビュー調査の成果 
インタビュー調査は、インドネシア、フィリピン、タイの３カ国において実施した。インタ

ビューの対象者は、各国の基準設定主体関係者、会計士協会関係者、現地の会計士、現地滞在
の邦人会計士、現地企業人、大学の研究者などである。 

この一連のインタビューを通じて以下の事項が明らかになったことのうち、特にインドネシ
アとフィリピンとを例に挙げて説明する。 
①インドネシア 

まず、インドネシアについては、1970 年代、①資本市場をオープンにすること、②海外企業
を誘致することの 2 つを目的に、米国基準に基づく会計基準を作成した。この背景には、米国基
準に基づく世界標準の財務諸表が外国人投資家に求められていたことがあった。90 年代前半に、
IAS が拡大していくなか、IAS 適用に関するプレッシャーが増大し、その後、2004 年からはさ
らなる調和化を目指して IFRS 適用に向けて歩み始めた。 

現在、IFRS は、①公開会社（約 600 社）、②金融セクター（1,000 社弱）、③State-owned company 
（10 社）に強制適用されている。 

インドネシアでは、企業と会計基準との関わりにおいて 3 つの層がある。第 1 層は、general 
standards としてIFRS を適用する企業群であり、第 2 層はnon-public accountable entity と
呼ばれる企業群でSME 基準が適用される。第 3 層は「シャリア」と呼ばれるイスラミック・ル
ールが適用される企業群である。 

監査については、国際監査基準・倫理基準に準拠しており、監査実務はグローバルで同じ統
一されたシステムおよびルールのもとで実施している。監査法人について、tier 1 の監査法人
と tier 2 の監査法人とで、国際基準への準拠状況に大きな差がある。 
②フィリピン 

次に、フィリピンについては、（タイムラグはあるものの）IFRS を完全にアドプションして
いる。フィリピンの会計ルールを作成しているのは，SEC（証券取引所委員会）であり，SEC の
規制対象は上場会社だけでなく，すべての会社を対象としている。SEC のもとにFRSC（財務報
告基準委員会）と AASC（監査保証基準委員会）とがあり，これらがルール作成を担っている。 

ただし，IFRS をアドプションしているため，IFRS の I を P に変えてPFRS として承認するこ
とが基本的なルール作成の考え方であり、ISA についても同様である。 

フィリピンでは、監査人には、業種ごとに異なる規制当局のアクレディテーションが必要と
されている。公認会計士の業務としては、帳簿の作成、財務諸表の調製および監査があり、約
6,000 人の公認会計士が監査業務を行なっている。四大監査事務所が支配的なプレゼンスを持 



しており、監査パートナーのローテーションルールが存在している。なお、監査報酬は開示さ
れていない。 
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